
 

大阪府認定こども園施設整備費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 府は、幼児教育と保育を一体的に提供する認定こども園の設置を促進し、子どもを安心して育

てることができる体制の整備を図るため、予算の定めるところにより、市町村、学校法人及び社会福

祉法人（以下、「学校法人等」という）に対し、大阪府認定こども園施設整備費補助金（以下「補助金」

という。）を交付するものとし、その交付については、大阪府補助金交付規則（昭和 45年大阪府規則

第 85号。以下「規則」という。）、認定こども園施設整備交付金交付要綱及び同実施要領（平成 27年

５月 21日 27文科初第 323号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

２ 補助金の交付について、規則の規定を適用する場合は、規則中、「知事」とあるのは「大阪府教育長

（以下「教育長」という。）」と読み替えるものとする。 

 

（補助事業の内容等） 

第２条 この補助金の補助事業の内容、補助対象経費、及び補助金の額等については、別記に定めると

おりとする。ただし、他の補助金等の補助対象となるものを除く。 

 

（補助金の交付の申請） 

第３条 規則第４条第１項の申請にあたっては、補助金交付申請書（様式第１号）を毎年教育長が指定

する日までに提出しなければならない。 

２ 別記（第２条関係）１②に記載の幼稚園耐震化整備に係る申請をする者は、前項の申請書に添えて、

要件確認申立書（様式第２号）及び暴力団等審査情報（様式第３号）を提出しなければならない。 

 

（補助金の交付の決定及び通知） 

第４条 教育長は、前条の申請があったときは、規則第５条の規定により補助金の交付の決定を行い、

規則第７条の規定により補助金の交付の申請をした者に対し通知する。 

 

（補助金の交付の条件） 

第５条 規則第６条第１項第１号の規定による軽微な変更は、補助金の額に影響を及ぼさない変更とす

る。 

２ 規則第６条第１項第２号の規定による軽微な変更は、補助金の交付の目的の達成に影響を及ぼさな

い変更とする。 

３ 規則第６条第１項第１号及び第２号の規定による教育長の承認を受けようとするときは、あらかじ

め補助金変更承認申請書（様式第４号）を提出しなければならない。 

４ 規則第６条第１項第３号の規定による教育長の承認を受けようとするときは、あらかじめ補助金中

止（廃止）承認申請書（様式第５号）を提出しなければならない。 

５ 規則第６条第２項の規定により附する条件は、次に掲げるとおりとする。 

（１） 別記（第２条関係）２①に記載の補助事業者は、補助金交付対象としている学校法人等が下

記各号のいずれかに該当することとなった場合又は該当していたことが判明した場合には、間

接補助事業者該当事項届出書（様式第６号）により、速やかに教育長に届出を行い、その指示を

受けなければならない。 

  ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する「暴力団」



 

をいう。） 

  イ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する「暴力

団員」をいう。） 

  ウ 暴力団密接関係者（大阪府暴力団排除条例第２条第４号に規定する「暴力団密接関係者」を

いう。） 

  エ 法人にあっては罰金の刑、個人にあっては禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又

はその執行を受けることがなくなった日から１年を経過しない者 

  オ 公正取引委員会から私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 49 条に規定する排

除措置命令又は同法第 62 条第１項に規定する納付命令を受け、その必要な措置が完了した

日又はその納付が完了した日から１年を経過しない者 

（２） 別記（第２条関係）２①に記載の補助事業者は、補助金交付対象としている学校法人等が前

号に掲げるアからオまでのいずれかに該当している旨の通報があった場合には、学校法人等に

対し、暴力団等審査情報（様式第３号）の提出を求め、速やかに教育長に届出を行い、その指

示を受けなければならない。 

 

（補助金の交付の申請の取下げ） 

第６条 補助金の交付の申請をした者は、規則第７条の規定による通知を受け取った日から起算して 10

日以内に限り当該申請を取り下げることができる。 

２ 前項の規定による取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はなかったものとみ

なす。 

 

（実績報告） 

第７条 規則第 12 条の規定による報告は、補助金実績報告書（様式第７号）を教育長が定めた日から

30 日以内又は交付の決定を受けた年度の翌年度の４月 10 日までのいずれか早い日までに、教育長に

提出しなければならない。 

 

（補助金の交付） 

第８条 教育長は、規則第 13条の規定による補助金の額の確定の後、当該補助金を交付する。ただし、

教育長は、補助事業の円滑な遂行を図るため必要と認めるときは、規則第５条に規定する補助金の交

付の決定した額の全額又は一部を概算払により交付することができる。 

２ 前項の規定により補助金の交付を受けようとする者は、額の確定後教育長が指定する日までに、補

助金交付精算払請求書（様式第８号）を提出しなければならない。 

３ 第１項ただし書の規定により補助金の交付を受けようとする者は、規則第７条の規定による通知を

受け取った日以後教育長が指定する日までに、補助金交付概算払請求書（様式第９号）を提出するも

のとする。 

 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第９条 教育長は、補助金の交付の申請時において補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかでない

ものであって、補助金の額の確定時において当該消費税等仕入控除税額が明らかな場合には、前条第

１項の額の確定において当該仕入控除税額に相当する額を減額するものとする。 



 

２ 補助金の交付を受けようとする者は、補助金の交付の申請時において補助金に係る消費税等仕入控

除税額が明らかでないものであって、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により当該消費

税等仕入控除税額が確定した場合には、速やかに消費税等仕入控除税額確定報告書（様式第 10号）を

教育長に提出しなければならない。 

３ 教育長は、前項の報告書の提出があった場合には、当該消費税等仕入控除税額に相当する額の全部

又は一部の返還を命ずるものとする。 

 

（その他） 

第 10条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

（施行期日等） 

この要綱は、平成 28年 11月 21日から施行し、平成 28年４月１日から適用する。 

（施行期日等） 

この要綱は、平成 29年２月 22日から施行し、平成 28年 10月 11日から適用する。 

 

（施行期日等） 

この要綱は、平成 30年 3月 30日から施行し、平成 29年 4月 1日から適用する。 

 

（施行期日等） 

この要綱は、平成 31年３月７日から施行し、平成 30年４月１日から適用する。 

 

（施行期日等） 

この要綱は、令和元年７月２日から施行し、平成 31年４月１日から適用する。 

 

（施行期日等） 

この要綱は、令和２年５月 22日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

 

（施行期日等） 

この要綱は、令和３年３月 18日から施行し、令和３年２月２日から適用する。 

 

（施行期日等） 

この要綱は、令和３年５月 10日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

 

（施行期日等） 

この要綱は、令和４年３月 31日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 



 

別記（第２条関係） 

 

１ 補助事業の内容 

  大阪府認定こども園施設整備費補助金は、次により実施する施設整備支援事業とする。 

  ①認定こども園整備（内容については、別紙１のとおり） 

  ②幼稚園耐震化整備（内容については、別紙２のとおり） 

  ③防 犯 対 策 整 備（内容については、別紙３のとおり） 

 

２ 補助事業者 

  ①認定こども園整備  市町村 

  ②幼稚園耐震化整備  学校法人又は社会福祉法人 

  ③防 犯 対 策 整 備  市町村 

 

３ 補助金額の算定方法 

（１）認定こども園整備及び防犯対策整備に係る補助金額は、市町村が域内の学校法人等による認定

こども園施設整備事業及び防犯対策整備事業について、補助対象経費の４分の１以内で補助を行

うとき、これに対して補助対象経費の２分の１以内を補助金として交付する。なお、市町村が補

助対象経費の４分の１以上で補助を行う場合も同様とする。 

（２）幼稚園耐震化整備に係る補助金額は、補助対象経費の２分の１以内を補助金として交付する。 

（３）補助事業に対する補助金額は、次の（a）により算出した額の合計額と（b）により算出した額

の合計額を比較していずれか小さい方の額とする。 

ただし、算出された額に 1,000円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

（a）補助対象事業について、工事請負契約等を締結する単位ごとに、別表１（算定基準）、 

別表２（補助基準額表）で定める基準により算出した額 

（b）工事請負契約等を締結する単位ごとに、別表１（算定基準表）で定める対象経費の実支出 

額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額を比較していずれか少ない方の額 

に２分の１を乗じた額 

 

 ４ 補助対象経費 

別表１（算定基準）で定める対象経費のとおり。 



別紙１ 

認定こども園整備 

 

１ 目的 

幼児教育と保育を一体的に提供する認定こども園等の施設整備に要する費用の一部を

補助することにより、子どもを安心して育てることが出来るような体制整備を行うこと 

を目的とする。 

 

２ 内容 

（１） 整備内容 

幼保連携型認定こども園、又は保育所型認定こども園の幼稚園機能部分等の新設、

修理、改造を実施する。 

 

（２） 整備対象施設 

① 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成 

24年法律第 66号）（以下「認定こども園法」という。）第２条第７項に基づく幼保連 

携型認定こども園において学校としての教育を実施する部分（以下「学校教育部分」

いう。） 

② 認定こども園法第３条第２項第２号に基づく保育所型認定こども園の幼稚園機能 

 部分 

③ 認定こども園法第３条第２項第１号又は第４項第１号に基づく幼稚園型認定こど 

も園を構成する学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する幼稚園 

 

（３） 整備対象施設の設置主体（事業者） 

学校法人又は社会福祉法人 

 

３ 補助基準額・負担割合等 

（１） 補助基準額 

別表１（算定基準）、別表２（補助基準額表）で定める基準により算出 

（２） 負担割合 

府（国）１／２、市町村１／４、事業者１／４ 

 

（３） 補助対象整備（整備区分） 

創設、増築、増改築、改築、大規模修繕等 

 

４ 補助対象経費 

  別表１（算定基準）で定める対象経費のとおり。 

 

 



５ 留意事項 

（１） 次に掲げる費用については、対象としないものとする。 

① 土地の買収又は整地に関する費用 

② 既存建物の買収（既存建物を買収することが建物を新築することより効率的であ 

ると認められる場合における当該建物の買収を除く。）に要する費用。 

③ 職員の宿舎に要する費用 

④ その他施設整備費として適当と認められない費用 

（２） 次に掲げる事項を補助金を交付する場合の条件とする。 

① 交付申請を行う時点で、原則として、幼稚園、保育所、幼保連携型認定こども園、 

幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園、地方裁量型認定こども園のいずれ 

かであること（ただし、新設の場合を除く）。 

 

② 保育所型認定こども園の幼稚園機能部分については、認定こども園法第３条第１ 

項に基づく認定を受けること。 

ただし、交付決定をした年度内に上記の要件を満たさなかった場合は、原則とし 

て、補助条件違反として補助金を返還すること。 

 

③ 幼稚園型認定こども園の幼稚園部分の施設整備についても交付対象とすること。 

ただし、施設整備終了後に幼稚園型認定こども園として認定されなかった場合は、

原則として、補助条件違反として補助金を返還すること。 

 

④ 幼保連携型認定こども園又は幼稚園型認定こども園の整備において一体的に幼 

 稚園部分の改築等を行う場合、また、既存の認定こども園が機能を更に拡充させる

ために行う施設整備についても、対象とすること。 

 

⑤ 幼保連携型認定こども園において児童福祉施設としての保育を実施する部分及 

 び保育所型認定こども園の認可保育所部分（認可保育所を新設することにより、新 

 たに幼保連携型認定こども園及び保育所型認定こども園の認可・認定を受ける場合 

 を含む。）、幼稚園型認定こども園の保育所機能部分（保育所機能部分を新設するこ 

とにより、新たに幼稚園型認定こども園の認可・認定を受ける場合を含む。）につ 

いては、保育所等整備交付金により整備を行うこと。 

 

（３） 財産処分について 

① この補助金により施設整備を行う際に、過去に私立学校施設整備費補助金（私立 

幼稚園施設整備費）の交付を受け取得した財産について、取り壊し等の財産処分を 

行う場合には、平成 26年３月 31日 25文科初第 1443号「私立学校施設整備費補助 

金（私立幼稚園施設整備費）に係る財産処分の承認について」による財産処分の承

認手続き等が必要であるので、事前に相談すること。 

 



② この補助金により施設整備を行う際に、過去に厚生労働省所管一般会計補助金等 

の交付を受け取得した財産について、取り壊し等の財産処分を行う場合には、平成 

20年４月 17日雇児発第 0417001号「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産 

処分について」による財産処分の承認手続き等が必要であるので、事前に相談する 

こと。



別紙２ 

幼稚園耐震化整備 

 

１ 目的 

幼児教育と保育を一体的に提供する認定こども園への移行を予定する幼稚園（既に認定 

 こども園に移行した場合を含む。）の耐震化を促進することにより、子どもを安心して育て 

ることが出来るよう基盤整備を行うことを目的とする。 

 

２ 内容 

（１） 整備内容 

認定こども園への移行を予定する幼稚園（既に認定こども園に移行した場合を含む。）

の耐震化を促進するための改造を実施する。 

 

（２） 整備対象施設 

① 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成 

24年法律第 66号）（以下「認定こども園法」という。）第２条第７項に基づく幼保連

携型認定こども園において学校としての教育を実施する部分（以下「教育部分」とい

う。） 

② 認定こども園法第３条第２項第１号又は第４項第１号に基づく幼稚園型認定こど

も園を構成する学校教育法第１条に規定する幼稚園 

③ 認定こども園法第２条第７項に基づく幼保連携型認定こども園への移行を予定す

る学校教育法第１条に規定する幼稚園（移行後の幼保連携型認定こども園における 

教育部分） 

④ 認定こども園法第３条第２項第１号又は第４項第１号に基づく幼稚園型認定こど

も園への移行を予定する学校教育法第１条に規定する幼稚園 

 

（３） 整備対象施設の設置主体（事業者） 

学校法人（学校法人等以外の個人立等から学校法人立等に組織変更をし、施設整 

備完了年度までに設置認可がなされ、当該完了年度又はその翌年度から幼稚園を開 

設する場合を含む。）又は社会福祉法人 

 

３ 補助基準額・負担割合等 

（１） 補助基準額 

別表１（算定基準）、別表２（補助基準額表）で定める基準により算出 

 

（２） 負担割合 

府（国）１／２、事業者１／２ 

 

（３） 交付対象整備（整備区分） 



増改築、改築、大規模修繕等（幼保連携型認定こども園の整備に限る。） 

 

４ 対象経費 

  別表１（算定基準）で定める対象経費のとおり。 

 

 

５ 留意事項 

（１） 次に掲げる費用については、対象としないものとする。 

① 土地の買収又は整地に関する費用 

② 既存建物の買収（既存建物を買収することが建物を新築することより効率的であ 

ると認められる場合における当該建物の買収を除く。）に要する費用。 

③ 職員の宿舎に要する費用 

④ その他施設整備費として適当と認められない費用 

 

（２） 次に掲げる事項を補助金を交付する場合の条件とする。 

① 交付申請を行う時点で、幼稚園、幼保連携型認定こども園、幼稚園型認定こども 

園のいずれかであること。 

② 幼保連携型認定こども園又は幼稚園型認定こども園に移行する計画を有し、施設

整備終了後に認定こども園法第２条第７項に基づく幼保連携型認定こども園、認定

こども園法第３条第２項第１号又は第４項第１号に基づく幼稚園型認定こども園

のいずれかの機能を備えること。 

ただし、施設整備終了後に上記の要件を満たさなかった場合は、原則として、補

助条件違反として補助金を返還すること。 

 

（３） 財産処分について 

この補助金により施設整備を行う際に、過去に私立学校施設整備費補助金（私立 

    幼稚園施設整備費）等の交付を受け取得した財産について、取り壊し等の財産処分 

を行う場合には、平成 26年３月 31日 25文科初第 1443号「私立学校施設整備費補

助金（私立幼稚園施設整備費）に係る財産処分の承認について」による財産処分の

承認手続き等が必要であるので、事前に相談すること。



別紙３ 

防犯対策整備 

 

１ 目的 

幼児教育と保育を一体的に提供する認定こども園の防犯対策を強化することにより、子ど

もを安心して育てることが出来るよう環境整備を行うことを目的とする。 

 

２ 内容 

（１）整備内容 

幼稚園型認定こども園における防犯対策を強化するための整備を実施する。 

 

（２）整備対象施設 

認定こども園法第３条第２項第１号又は第４項第１号に基づく幼稚園型認定こども園 

 

（３）整備対象施設の設置主体（事業者） 

学校法人又は社会福祉法人 

 

３ 交付基準額・負担割合等 

（１）交付基準額 

別表１（算定基準）で定める基準により算出 

 

（２）負担割合 

国１／２、市町村１／４、事業者１／４ 

 

（３）交付対象整備（整備区分） 

整備 

 

４ 対象経費 

  別表１（算定基準）で定める対象経費のとおり。 

 

５ 留意事項 

（１）次に掲げる費用については、対象としないものとする。 

① 土地の買収又は整地に関する費用 

② 職員の宿舎に要する費用 

③ 防犯対策以外を目的とした整備に要する費用 

④ その他施設整備費として適当と認められない費用 

 

（２）次に掲げる事項を補助金を交付する場合の条件とする。 

① 交付申請を行う時点で、原則として、幼稚園、幼稚園型認定こども園のいずれかであ



ること。 

② 幼稚園についても交付対象とすること。 

ただし、施設整備終了後に幼稚園型認定こども園として認定されなかった場合は、原

則として、補助条件違反として補助金を返還すること。 

 

（３）財産処分について 

この補助金により施設整備を行う際に、過去に私立学校施設整備費補助金（私立幼稚園

施設整備費）等の交付を受け取得した財産について、取り壊し等の財産処分を行う場合に

は、平成 26年３月 31日 25文科初第 1443号「私立学校施設整備費補助金（私立幼稚園施

設整備費）に係る財産処分の承認について」による財産処分の承認手続き等が必要である

ので、事前に相談すること。 



別表１ 算定基準

（創設、増築、増改築、改築）
１ 区分 ２ 種目 ３ 基準 ４ 対象経費

本体工事費  別表２に掲げる１施設当たりの補助基準額を基準と
する。

 交付要綱別表３の２で対象としている整備を行う場
合は、特殊附帯工事の基準額を加算することができ
る。
 対象経費の実支出額に実施設計費等（工事監理費
は除く）がある場合は、設計料加算の基準額を加算
することができる。

 施設の整備（施設の整備と一体的に整備されるも
のであって、教育長が必要と認めた整備を含む。）に
必要な工事費又は工事請負費（要綱の別記、別紙１
の５留意事項（１）及び別紙２の５留意事項（１）に定
める費用を除く。）及び工事事務費（工事施工のため
直接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗
品費、通信運搬費、印刷製本費及び設計監督料等を
いい、その額は、工事費又は工事請負費の2.6％に
相当する額を限度額とする。以下同じ。）、実施設計
に要する費用。
 ただし、別の補助金等又はこの種目とは別の種目
において別途補助対象とする費用を除き、工事費又
は工事請負費には、これと同等と認められる委託
費、分担金及び適当と認められる購入費等を含む。
（以下同じ。）

解体撤去工事費及
び仮設施設整備工
事費

 別表２に掲げる１施設当たりの補助基準額を基準と
する。

 解体撤去に必要な工事費又は工事請負費及び仮
設施設整備に必要な賃借料、工事費又は工事請負
費

（大規模修繕等）
１ 区分 ２ 種目 ３ 基準 ４ 対象経費

本体工事費  大規模修繕等（耐震化等整備事業を含む。）その他
特別な工事費については、次のいずれか低い方の価
格を基準に教育長が必要と認めた額とする。
 （１）公的機関（市町村の建築課等）の見積り
 （２）工事請負業者の見積もり

 施設の整備（施設の整備と一体的に整備されるも
のであって、教育長が必要と認めた整備を含む。）に
必要な工事費又は工事請負費（要綱の別記、別紙１
の５留意事項（１）及び別紙２の５留意事項（１）に定
める費用を除く。）及び工事事務費（工事施工のため
直接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗
品費、通信運搬費、印刷製本費及び設計監督料等を
いい、その額は、工事費又は工事請負費の2.6％に
相当する額を限度額とする。以下同じ。）、実施設計
に要する費用。
 ただし、別の補助金等又はこの種目とは別の種目
において別途補助対象とする費用を除き、工事費又
は工事請負費には、これと同等と認められる委託
費、分担金及び適当と認められる購入費等を含む。
（以下同じ。）

仮設施設整備工事
費

 大規模修繕等（耐震化等整備事業を含む。）につい
ては、教育長が必要と認めた額とする。

 仮設施設整備に必要な賃借料、工事費又は工事請
負費

認定こども園
整備

認定こども園
整備



（増改築、改築）
１ 区分 ２ 種目 ３ 基準 ４ 対象経費

本体工事費  別表２に掲げる１施設当たりの補助基準額を基準と
する。

 交付要綱別表３の２で対象としている整備を行う場
合は、特殊附帯工事の基準額を加算することができ
る。
 対象経費の実支出額に実施設計費等（工事監理費
は除く）がある場合は、設計料加算の基準額を加算
することができる。

 施設の整備（施設の整備と一体的に整備されるも
のであって、教育長が必要と認めた整備を含む。）に
必要な工事費又は工事請負費（要綱の別記、別紙１
の５留意事項（１）及び別紙２の５留意事項（１）に定
める費用を除く。）及び工事事務費。（工事施工のた
め直接必要な事務に要する費用であって、旅費、消
耗品費、通信運搬費、印刷製本費及び設計監督料
等をいい、その額は、工事費又は工事請負費の2.6％
に相当する額を限度額とする。以下同じ。）、実施設
計に要する費用（交付申請年度の前年度分まで含
む。）、耐震診断費に要した費用（交付申請年度の
前々年度分まで含む。）。
 ただし、別の補助金等又はこの種目とは別の種目
において別途補助対象とする費用を除き、工事費又
は工事請負費には、これと同等と認められる委託
費、分担金及び適当と認められる購入費等を含む。
（以下同じ。）

解体撤去工事費及
び仮設施設整備工
事費

 別表２に掲げる１施設当たりの補助基準額を基準と
する。

 解体撤去に必要な工事費又は工事請負費及び仮
設施設整備に必要な賃借料、工事費又は工事請負
費

（大規模修繕等）
１ 区分 ２ 種目 ３ 基準 ４ 対象経費

本体工事費  大規模修繕等（耐震化等整備事業に限る。）その他
特別な工事費については、次のいずれか低い方の価
格を基準に教育長が必要と認めた額とする。
 （１）公的機関（市町村の建築課等）の見積り
 （２）工事請負業者の見積もり

 施設の整備（施設の整備と一体的に整備されるも
のであって、教育長が必要と認めた整備を含む。）に
必要な工事費又は工事請負費（要綱の別記、別紙１
の５留意事項（１）及び別紙２の５留意事項（１）に定
める費用を除く。）及び工事事務費（工事施工のため
直接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗
品費、通信運搬費、印刷製本費及び設計監督料等を
いい、その額は、工事費又は工事請負費の2.6％に
相当する額を限度額とする。以下同じ。）、実施設計
に要する費用（交付申請年度の前年度分まで含
む。）、耐震診断に要した費用（交付申請年度の前々
年度分まで含む。）。
 ただし、別の補助金等又はこの種目とは別の種目
において別途補助対象とする費用を除き、工事費又
は工事請負費には、これと同等と認められる委託
費、分担金及び適当と認められる購入費等を含む。
（以下同じ。）

仮設施設整備工事
費

 大規模修繕等（耐震化等整備事業を含む。）につい
ては、教育長が必要と認めた額とする。

 仮設施設整備に必要な賃借料、工事費又は工事請
負費

（防犯対策整備）
１ 区分 ２ 種目 ３ 基準 ４ 対象経費
防犯対策整備 本体工事費  防犯対策の整備に係る工事費については、次の取

扱いとする。

ア 門、フェンス等の外構の設置、修繕等
  次のいずれか低い方の価格に２分の１を乗じた額
を基準とする。
 （１）公的機関（市町村の建築課等）の見積り
 （２）工事請負業者２社の見積り
 ただし、（１）、（２）のいずれかの見積り額が300,000
円未満の場合は、本事業の対象としない。

イ 非常通報装置等の設置
  次のいずれか低い方の価格に２分の１を乗じた額
と900,000 円を比較していずれか少ない方の価格を
基準とする。
 （１）公的機関（市町村の建築課等）の見積り
 （２）工事請負業者２社の見積り
 ただし、（１）、（２）のいずれかの見積り額が300,000
円未満の場合は、本事業の対象としない。

 防犯対策に必要な工事費又は工事請負費（要綱の
別記、別紙３の５留意事項（１）に定める費用を除く。）
及び工事事務費（工事施工のため直接必要な事務
に要する費用であって、旅費、消耗品費、通信運搬
費、印刷製本費及び設計監督料等をいい、その額
は、工事費又は工事請負費の2.6％に相当する額を
限度額とする。以下同じ。）、実施設計に要する費
用。
 ただし、別の補助金等又はこの種目とは別の種目
において別途交付対象とする費用を除き、工事費又
は工事請負費には、これと同等と認められる委託
費、分担金及び適当と認められる購入費等を含む。

幼稚園耐震化
整備

幼稚園耐震化
整備



別表２ 補助基準額表

（通則）
  ア 各事業における基準額は、以下の表のとおりとする。
  イ 都市部とは、申請年度の４月１日現在の人口密度が、1,000人／k㎡以上の市町村をいう。

       

（１）認定こども園整備
○幼保連携型認定こども園において学校としての教育を実施する部分
○幼稚園型認定こども園を構成する認可幼稚園部分

 ＜本体工事費＞ （単位：千円）

定員20名以下

定員21～30名

定員31～40名

定員41～70名

定員71～100名

定員101～130名

定員131～160名

定員161～190名

定員191～220名

定員221～250名

定員251名以上

特殊附帯工事

設計料加算

※幼保連携型認定こども園において学校としての教育を行う部分及び幼稚園型認定こども園の認可幼稚園部分を整備する場
合、整備後の１号認定子どもの定員規模（幼保連携型認定こども園にあっては認可定員、幼稚園型認定こども園にあっては認
定に係る定員とする。）に該当する基準額とすること。

8,310

※増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、「定
員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

本体工事費及び特殊附帯工事費に係る基準額の５％

173,700
193,000
213,900
237,600

175,400
194,400
216,100

60,800
63,700
74,100
84,500

109,800
132,000
152,800

67,200
76,900
99,800

120,100
139,000
157,900

基準額（１施設当たり）

標準 左記適用市町村 都市部 左記適用市町

河内長野市、
豊能町・能勢町・
岬町・太子町・

河南町・千早赤阪村
（以下同じ。）

標準以外の市町
（以下同じ。）

55,200
57,900

※幼保連携型認定こども園において学校としての教育を実施する部分と児童福祉施設としての保育を実施する部分の両方に特
殊附帯工事の基準額を計上する場合、以下の算出方法で得た額を基準額とすること。
１、特殊附帯工事対象事業のうち「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」を行う場合
整備後の幼稚園部分（１号認定の子どもに係る部分）の定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、基準額に乗じて得た額
（千円未満切捨）を認定こども園施設整備費補助金の基準額とすること。
２、特殊附帯工事対象事業のうち「屋外教育環境整備」のみを行う場合
「屋外教育環境整備」は認定こども園施設整備交付金における対象事業であるため、基準額については認定こども園施設整備
費補助金に計上すること。
３、特殊附帯工事対象事業のうち「資源有効活用整備」・「消融雪設備整備」及び「屋外教育環境整備」を行う場合
次の手順により、基準額を按分を行うこと。
①「屋外教育環境整備」に係る対象工事費を特殊附帯工事全体に係る対象工事費で除して得た数を基準額に乗じて得た額（千
円未満切捨）を算定し、「屋外教育環境整備」に係る基準額とすること。
②整備後の幼稚園部分（１号認定の子どもに係る部分）の定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、基準額から上記①の
「屋外教育環境整備」に係る基準額を引いた額に乗じて得た額（千円未満切捨）を算定し、「屋外教育環境整備以外の特殊附帯
工事」に係る基準額（１号認定子ども分）とすること。
③「屋外教育環境整備」に係る基準額と「屋外教育環境整備以外の特殊附帯工事（１号認定子ども分）」に係る基準額の合計を
認定こども園施設整備費補助金の基準額とすること。



＜解体撤去工事費、仮設施設整備工事費＞ （単位：千円）

定員20名以下

定員21～30名

定員31～40名

定員41～70名

定員71～100名

定員101～130名

定員131～160名

定員161～190名

定員191～220名

定員221～250名

定員251名以上

※幼保連携型認定こども園において学校としての教育を行う部分及び幼稚園型認定こども園の認可幼稚園部分を整備する場
合、整備前の１号認定子ども等の定員規模（幼稚園、幼保連携型認定こども園にあっては認可定員、幼稚園型認定こども園に
あっては認定に係る定員とする。）に該当する基準額とすること。

※一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備
前の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、「定員数
＝総定員数×解体面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

5,349

7,134 7,847 13,296
11,633 12,797

8,828 14,958 16,454

10,969

3,923 7,296 8,025

2,318

5,885 9,972

2,917 3,208

1,217 1,971

6,079 6,687

2,169

基準額（１施設当たり）

解体撤去工事 仮設施設整備工事

1,841

標準 都市部 標準 都市部

9,120

14,626
8,025

10,034

1,107

3,566

6,241 6,866

4,458 4,904

1,254

4,052 4,458
2,971 3,267

1,381 2,407 2,647
1,673
2,105



＜本体工事費＞ （単位：千円）

定員20名以下

定員21～30名

定員31～40名

定員41～70名

定員71～100名

定員101～130名

定員131～160名

定員161～190名

定員191～220名

定員221～250名

定員251名以上

＜解体撤去工事費、仮設施設整備工事費＞ （単位：千円）

定員20名以下

定員21～30名

定員31～40名

定員41～70名

定員71～100名

定員101～130名

定員131～160名

定員161～190名

定員191～220名

定員221～250名

定員251名以上

基準額（１施設当たり）

38,600
40,400

※保育所型認定こども園の幼稚園機能部分を整備する場合、整備後の１号認定こどもの定員規模（保育所型認定こども園の認
定にかかる定員）に該当する基準額とすること。

※保育所型認定こども園の幼稚園機能部分を整備する場合、整備前の１号認定こどもの定員規模（保育所型認定こども園の認
定にかかる定員）に該当する基準額とすること。

※一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た
数を、整備前の総定員の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、
「定員数＝総定員数×解体面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

※増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、「定
員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

97,200
110,600
122,800
135,900

47,100
53,800
69,700
84,100

151,100

○保育所型認定こども園の幼稚園機能部分

解体撤去工事

773
878

1,380
1,684

1,171
1,474
2,078
2,494
3,120
3,744

2,042
2,835
4,256
5,106
6,383
6,978
8,143
9,306

10,470

基準額（１施設当たり）

4,369
4,993
5,618

仮設施設整備工事



（２）幼稚園耐震化促進事業

＜本体工事費＞ （単位：千円）

定員20名以下

定員21～30名

定員31～40名

定員41～70名

定員71～100名

定員101～130名

定員131～160名

定員161～190名

定員191～220名

定員221～250名

定員251名以上

特 殊 附 帯 工 事

設 計 料 加 算

＜解体撤去工事費、仮設施設整備工事費＞ （単位：千円）

定員20名以下

定員21～30名

定員31～40名

定員41～70名

定員71～100名

定員101～130名

定員131～160名

定員161～190名

定員191～220名

定員221～250名

定員251名以上

※幼保連携型認定こども園において学校としての教育を行う部分、幼稚園型認定こども園の幼稚園部分及び幼稚園を整備する
場合、整備後の１号認定子どもの定員規模（幼稚園、幼保連携型認定こども園にあっては認可定員、幼稚園型認定こども園に
あっては認定に係る定員とする。）に該当する基準額とすること。

※幼保連携型認定こども園において学校としての教育を行う部分、幼稚園型認定こども園の幼稚園部分及び幼稚園を整備する
場合、整備前の１号認定子どもの定員規模（幼稚園、幼保連携型認定こども園にあっては認可定員、幼稚園型認定こども園に
あっては認定に係る定員とする。）に該当する基準額とすること。

8,828 14,958 16,454

4,458 4,904 9,120 10,034
5,349 5,885 9,972

※増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、既存施設の工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除し
て得た数を、整備前の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない
場合は、「定員数＝総定員数×解体面積／既存施設の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

6,241 6,866 11,633 12,797
7,134 7,847 13,296 14,626
8,025

10,969

2,971 3,267 6,079 6,687
3,566 3,923 7,296 8,025

1,673 1,841 2,917 3,208
2,105 2,318 4,052 4,458

1,107 1,217 1,971 2,169
1,254 1,381 2,407 2,647

※増築、一部改築等、定員のすべてが工事にかからない場合は、工事にかかる定員数を整備後の総定員数で除して得た数を、
整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、「定
員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切捨て）

基準額（１施設当たり）

解体撤去工事 仮設施設整備工事

標準 都市部 標準 都市部

193,000
213,900
237,600

本体工事費及び特殊附帯工事費に係る基準額の５％

8,310

139,000
157,900
175,400
194,400
216,100

84,500
109,800
132,000
152,800
173,700

基準額（１施設当たり）

標準 左記適用市町村 都市部 左記適用市町

河内長野市、
豊能町・能勢町・
岬町・太子町・

河南町・千早赤阪村
（以下同じ。）

標準以外の市町
（以下同じ。）

76,900
99,800

120,100

67,200 74,100
57,900

60,800
63,700

55,200



別表３ 大規模修繕等の取扱いについて

１ 大規模修繕等対象事業
区  分 内   容

（１）施設の一部改修 ア 一定年数を経過して使用に堪えなくなり、改修が必要となった浴
室、食堂等の改修工事や外壁、屋上等の防水工事等施設の改修工
事
イ 衛生環境の改善を目的としたトイレ及び給食調理場の改修工事、
手洗い場の設置・改修（1園当たり300万円以上の事業を対象とする。）

（２）施設の附帯設備の改造  一定年数を経過して使用に堪えなくなり、改修が必要となった給排水
設備、電気設備、ガス設備、冷暖房設備、消防用設備等附帯設備の
改造工事

（３）施設の冷暖房設備の設置  分散保育のために空き教室等を活用する際に、熱中症対策等を目
的として必要となった施設の冷暖房設備の新規設置工事及び一定年
数を経過して使用に堪えなくなり、改修が必要となった冷暖房設備の
改造工事（1園当たり300万円以上の事業を対象とする。）

（４）施設の模様替  狭隘な居室を入所者の新しい処遇のニーズに合わせて拡大を図る
際の間仕切り工事及び部屋の使用目的を変えるための内部改修工事

（５）環境上の条件等により必要となった
  施設の一部改修

① 活火山周辺の降灰地域等における施設の換気設備整備や窓枠
 改良工事等
② アスベストの処理工事及びその後の復旧等関連する改修工事
 （１園当たり30万円以上の事業を対象とする。）

（６）消防法及び建築基準法等関係法令
  の改正により新たにその規定に適合
  させるために必要となる改修

 消防法設備等（スプリンクラー設備を除く。）について、消防法令等が
改正されたことに伴い、新たに必要となる設備の整備

（７）特殊付帯工事  既存施設について、建物に固定して一体的に整備する工事（対象と
なる事業については、２「特殊附帯工事対象事業」による）

（８）土砂災害等に備えた施設の一部
  改修等

 都道府県等が土砂災害等の危険区域等として指定している区域に
設置されている施設の防災対策上、必要な補強改修工事や設備の整
備等

（９）耐震化等整備事業  地震防災対策上必要な補強改修工事であって、既存施設について
私立学校施設整備費補助金（私立幼稚園施設整備費）交付要綱（平
成11年４月１日文部大臣裁定）別表１第３項及び別表２に準じて整備さ
れる工事

（10）その他施設における大規模な
  修繕等

 特に必要と認められる上記に準ずる工事

※大規模修繕等は、対象工事費が500万円以上の事業とする（上記に金額の定めがあるものを除く）。

２ 特殊付帯工事対象事業
 （１）資源有効活用整備
   ア 趣旨
     認定こども園等において施設で消費する資源の有効活用及び地域環境の保全に資すること
    等により、施設利用者及び地域社会に対し快適な生活環境を提供する施設作りの推進を図る。
   イ 対象施設
     対象となる施設は、認定こども園等であって、建物に固定して一体的に整備するものとする。
   ウ 対象経費
     建物に固定して一体的に整備する次に掲げるもので、その整備に係る工事費又は工事請負
    費とする。
     （ア） 水の循環・再利用の整備
         施設から排出される生活雑排水等の循環・再利用のための整備
     （イ） 生ゴミ等処理の整備
         施設から出るごみの有効活用及び排出量の抑制等ゴミ処理のための整備
     （ウ） ソーラーの整備
         光熱水費等の節減及び地域の環境保全のためのソーラーの整備
     （エ） その他
         資源の有効活用及び地域の環境保全のための整備であって必要と認められるもの

 （２）屋外教育環境整備
   ア 趣旨
     施設の屋外環境を様々な体験活動の場として活用し、たくましく心豊かな子供達を育成する
    ため、屋外教育環境の一体的な整備充実を図る。
   イ 対象施設
     創設・増築・増改築・改築と同一年度に整備を行う幼保連携型認定こども園
   ウ 対象経費
     私立学校施設整備費補助金（私立幼稚園施設整備費）交付要綱（平成11年４月１日文部大臣
    裁定）別表１第２項及び別表２に準じて整備されるもので、設置工事等を伴うもの。


